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海面漁業生産統計調査 

審査メモで示された論点に対する回答 

農林水産省大臣官房統計部 

生産流通消費統計課 

Ⅰ 今回申請された変更内容 

（１）調査事項の変更

（変更内容） 

① 「操業水域」を行政記録情報で把握（漁業調査票（機関・経営体用））

（論点） 

○ これまで漁業調査票（機関・経営体用）においては、操業水域別に、漁業種類別・

魚種別の漁獲量の回答を求めています。 

しかし、今回の変更で「操業水域」が削除されることにより、報告者は、漁業種

類が同じであれば、操業水域に関係なく（世界中どこの海で採れたものであって

も）、調査票の同じ列で一括して記入することになります。 

今後も操業水域別の集計を行うに当たり、操業水域に関係なく記入されている調

査票データを、どのようにして操業水域別に分解するのでしょうか。 

（回答） 

調査項目のうち「操業水域」については、行政記録情報（大臣許可漁業の漁獲成績報

告書等）を活用して把握することができることから、今回この調査項目の把握を取りや

めますが、操業水域別の漁獲量は従前と同様に公表することとしています。 

なお、行政記録情報を活用した集計の手順は、以下のとおりです。 

１．大臣許可漁業の漁獲成績報告書等の内容 

大臣許可漁業の漁獲成績報告書等（以下「大臣漁績報告」と略します。）は、漁業法

に基づく大臣許可を受けた者が、船舶ごとに、漁業成績の実績等を農林水産大臣に報

告するものです。 

大臣漁績報告で求めている項目については、次ページの表１「遠洋底びき網漁業」

に一例を挙げていますが、許可を受けた者や船舶の情報のほか、操業位置、漁業の方

法、操業日数、魚種別漁獲量などの報告を求めるものとなっています。（別添１「大

臣漁績報告の活用箇所事例」参照。） 

資料３ 
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表１ 大臣漁績報告の項目一覧（例：遠洋底びき網漁業） 

※赤枠（緑色網掛け）は調査項目として活用、青色網掛けは名簿整備・審査等に活用

番号 項目名 記載内容 記載例 活用状況

1 報告書名 漁獲成績報告書の名称
遠洋底びき網漁業に係る漁獲成
績報告書

漁業種類（調査項目）の特定に活
用

2
住所（個人）又は主た
る事務所の所在地（法
人）

遠洋底びき網漁業許可証（以下
「許可証」という。）に記載され
た住所

○○県○○町〇番◯号

3
氏名（個人）又は名称
（法人）

許可証に記載された氏名又は名称 （株）○○水産

4 許可番号 許可番号 0000000
5 船舶名 許可船舶の船名 ○○丸
6 総トン数 許可船舶の総トン数 ◯トン

7 漁船登録番号
許可船舶の漁船原簿謄本に記載さ
れた漁船登録番号

0000000

8
漁ろうを指揮監督する
者

漁ろう長等の洋上における漁ろう
活動の責任者の氏名

氏名

9 乗組組合員数
当該月において、洋上における漁
ろう活動に従事した人数

◯人

10 報告年月日 漁獲成績報告書を報告する年月日 ◯年◯月◯日

11 報告対象期間
出航した年月日及び港名、入港し
た年月日及び港名

出航：◯年◯月◯日　○○漁港
入港：◯年◯月◯日　○○漁港

名簿整備・審査等に活用

12 報告書取扱責任者
漁業者本人又は報告書の入力内容
に責任を持つ者の氏名

氏名

13 操業区域 許可証に記載された操業区域等 ー
操業水域（調査項目）は、17の
「操業位置（緯度・経度）」を活
用している。

14 漁業の方法

１そうびきにおいては「かけまわ
し」又は「オッタートロール」
（遠洋底びき網漁業や沖合底びき
網漁業等で使用される漁法）

オッタ―トロール

名簿整備・審査等に活用
※漁業種類区分に横断的かつ詳細
な漁法（漁具等）が記載される
（本項目情報で漁業種類の特定は
できない。）

15 操業日数
当該月において、「実際に操業し
た日」の日数の合計

◯日

16 操業月日 操業を行った月日 ◯月◯日

17
操業位置
緯度・経度

の操業月日のうち、ひき網回数の
最も多い漁区の緯度・経度

操業水域（調査項目）として活用

18 主たる対象魚種 漁獲を狙った主な対象魚種 キンメダイ

19 水深
その操業日のうち、最も操業が多
い水深

◯メートル

20 ひき網回数・時間 実際に投網した回数 ◯回

21 魚種別漁獲量（㎏）
報告する月の間に漁獲のあった
魚種

キンメダイ◯㎏、ニシン◯㎏、
サメ類◯㎏　など

魚種別漁獲量（調査項目）として
活用

22 漁獲量計（㎏）
自動計算により21の魚種別漁獲量
の魚種合計値

魚種合計◯㎏

23 陸揚月日 当該漁獲物を陸揚げした月日 ◯月◯日
24 陸揚港 陸揚げした陸揚港名 ○○漁港
25 備考 特記事項 名簿整備・審査等に活用

名簿整備・審査等に活用

名簿整備・審査等に活用

名簿整備・審査等に活用
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２．大臣漁績報告の活用状況 

大臣漁績報告の報告項目の本調査への利活用についても、表１に記載しております

が、「漁業種類」「操業位置（緯度・経度）」「魚種別漁獲量」が、本調査で把握する情

報に活用できるほか、それ以外の情報（許可を受けた者や船舶の情報、操業日、陸揚

日等の項目）は名簿整備や調査対象期間の確認等の審査に活用しています。 

３．本調査の「操業水域」を削除した理由 

（１）操業水域別の漁獲量については、調査票作成時に区分して報告するのは非常に煩

雑であることから、調査対象より非常に負担であるとの声が多く、未回答もみられ

るため、農林水産省において大臣漁績報告を活用して、補完・区分していたところ

です。 

具体的には、調査票作成時には、報告者又は調査員が、船ごとに操業した緯度・

経度を、「操業水域（FAO の世界水域区分）」に当てはめて、置き換え作業をした上

で、操業水域別の回答を作成する必要があります。しかし、この当てはめ作業が、

調査票作成時における大きな負担として、かねてから課題になっていました。 

（２）そうした中、大臣漁績報告の情報についての電子化が進み、より活用しやすくな

りました。 

また、日本近海を含む「太平洋北西部」以外の操業水域については、全て大臣許

可漁業のみであることから（逆に言えば、大臣許可漁業以外の漁業が混在する操業

水域は「太平洋北西部」と特定できます。）、報告負担の軽減の観点から、「操業水域」

を調査事項から削除し、大臣漁績報告の情報を活用することにしたものです。 

４．操業水域別集計の手順 

今回の変更により操業水域の調査項目を削除した場合であっても、従来どおり農

林水産省において操業水域別の調査結果を公表することとしており、その手順は、

以下のとおりです。 

【手順１】 

まず、農林水産省において、大臣漁績報告から得られる操業位置（緯度・経度）の

情報を用いて、ＦＡＯの定める「水域区分」を特定し、大臣許可漁業についての漁獲

量を操業水域区分別に集計します。 
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【手順２】 

水揚機関及び経営体から提出された調査票に、大臣許可漁業によるものが含まれて

いる場合は、農林水産省が本調査の一環として水揚機関から提供又は閲覧を受ける漁

獲成績若しくは事業成績に関するデータにより、大臣許可漁業に該当する漁獲量を除

外します。 

※ 大臣許可漁業以外の漁獲量については、すべて沿岸漁業で水域区分は「太平洋北西部」となります。 

 

 

【水揚機関等が保有するデータ（イメージ）】     【大臣許可漁業の許可船名簿（例）】 

 

 

 

漁獲成績報告書では操業区域別

に漁獲量を把握しているため、

漁獲量を水域別に区分可能 

水揚機関の保有する詳細データ（日々の漁船別の水揚記録な

ど）及び大臣許可漁業の「許可船名簿」により、大臣許可漁業

による漁獲であることを特定することができる。（名簿整備等

により把握済み） 

漁船名称 ：○○丸１ 

経営体名称：○○経営体 
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【手順３】 

最後に、農林水産省において、以下の①～③を合計し、操業水域別集計とします。 

① 手順１で集計した水域区分別の大臣許可漁業の漁獲量 

② 手順２により大臣許可漁業の漁獲量を除いた水揚機関・経営体調査の調査票デー 

 タ 

③ 一括調査票により把握した漁獲量（沿岸漁業の漁獲量⇒操業水域としては「太平

洋北西部」になります。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これを表にすると、以下のとおりです（水域別の集計表については、別添２「水域

別漁業種類別生産量」参照）。 

 太平洋北西部 太平洋北西部以外 

大臣漁績報告のデータ ① ① 

調査票のデータ ②③ － 

 

  

< ①大臣許可漁業
（漁獲成績報告書）>

「太平洋北西部」
に区分する漁獲量

< ②③調査票情報>

「太平洋北西部」
に区分する漁獲量

水域別統計の完成

< ①大臣許可漁業（漁獲成績報告書）>

「太平洋北西部」以外に区分する漁獲量
（インド洋東部、太平洋南東部 等）

水域別統計の完成 

5



6 
 

（変更内容） 

② 漁業調査票（機関・経営体用）の報告者のうち、経営体（大臣許可漁業のみを行

う者に限る。）について、原則報告を不要にする 

 

 （論点） 

〇 今回の変更により、大臣許可漁業のみを行う経営体については、原則として報告

不要とすることとされていますが、このほかに、以下のような形で、更なる負担軽

減を図る余地があるのではないでしょうか。 

 

１ 水揚機関については、これまでも操業水域別に回答がなされています。 

一方、世界の操業水域のうち、日本近海を含む「太平洋北西部」以外の水域にお

ける漁業（いわゆる遠洋における漁業）は、全て大臣許可漁業であるとの説明を

受けています。 

大臣許可漁業については、必要とされるデータが基本的に電子化され、活用可

能とのことを踏まえると、水揚機関に対して、「操業水域が太平洋北西部であるも

ののみ回答してください。」と指示することで、報告負担を軽減することができる

のではないでしょうか。 

 

２ 経営体調査については、経営体が自らの活動状況について回答するものである

ことを踏まえると、許可別の情報の区分は容易であり、大臣許可漁業以外の漁業

を行っている経営体に対して、「大臣許可漁業に係る分を除いて回答してくださ

い。」と指示することで、報告負担を軽減することができるのではないでしょう

か。 

  

（回答） 

１ 論点の１については、水揚機関において把握する所属漁船の漁獲量を操業水域別

に区分することは非常に煩雑であり、太平洋北西部であるもののみ区分して回答を

求めることについても、結局、報告者側に水域の区分作業を残すこととなり調査事

項から操業水域を削除する本来の目的である報告負担の軽減にならないと考えてお

ります。 

  

２ 論点の２については、当該経営体が大臣許可漁業に係る漁業種類の漁獲量のみを除

外する作業が容易で、調査対象からご理解が得られ、調査対象の負担軽減につながる

場合はご指摘のとおり「大臣許可漁業に係る分を除いて回答してください。」と指示

することとします。 

  しかしながら、調査対象においては、漁場環境等も踏まえ、例えば年によって複

数漁業を営む調査対象など活動内容や許可区分が変動する場合があります。 
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  そうした中で、大臣許可のみ除いて回答を求めようとすると、調査対象に対し

て、毎年、記入範囲の漁業種類区分を確認する負担を求めることになり、その結果

として、記入漏れも生じ得ます。 

このため、報告負担のみならず記入漏れを防ぐ観点からも、一律に該当漁業種類

（大臣許可漁業）による漁獲量を除外するといった作業を求めることは適当でない

と考えています。 

 

 

（２）調査票の審査・集計時に活用が想定される行政記録情報の追記 

（変更内容） 

「内水面漁業の振興に関する法律」に基づく農林水産大臣に対する陸上養殖業に係る

実績報告等を、審査・集計の際に活用できるものとして、調査計画に追記 

 

（論点） 

１ 法に基づく実績報告の情報を審査に用いるとのことですが、具体的に、どのよ

うに活用することが想定されていますか。 

 

２ 現在の海面養殖業調査において把握されていない海水陸上養殖業（内陸市町村

で行われるもの）の把握について、今後、どのような見通しを有していますか。 

 

（回答） 

１ 陸上養殖届出制度に基づく実績報告書には、養殖事業者の住所、氏名、主たる養

殖場の所在地、養殖魚種名、各養殖魚種の出荷量などが記載されています。具体的

な報告事項、調査への活用可能な項目は以下のとおり。 

 

【届出養殖業の実績報告書：例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

名簿整備（調査票と名簿情報

の突合）等に活用 
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養殖魚種名 

：調査項目に活用可能 

養殖魚種別収獲量 

：年次（１～12月分）に組替

を行い、調査項目（収獲量）

に活用可能 
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２ 届出制度による実績報告が本年度からであるため、具体的な活用は次年度以降か

らと考えていますが、例えば、回答が得られなかった場合に調査補完として活用し

ていく予定です。 

 

３ 沿海市町村以外の陸上養殖収獲量（現在の海面養殖業調査において把握されてい

ない海水陸上養殖業（内陸市町村で行われるもの））と本統計調査結果を合わせ、我

が国の海面養殖業生産量として一体的に把握することが必要となった場合には、行

政記録情報の保有元から了解が得られることが前提とはなりますが、参考値等とし

て公表することを検討します。 
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（３）調査の実施期間の変更 

（変更内容） 

調査の実施期間を、「調査対象年の翌年１月～３月」から「調査対象年 12 月～翌年３

月」に拡大 

 

（論点） 

特になし 

 

（４）かき類・のり類の養殖業に係る調査周期等の変更 

（変更内容） 

① 半期ごとに回答を求めていたものを、暦年分に係る年１回の回答に変更 

（これに合わせ、調査時期を、前記（３）同様、調査対象年 12 月～翌３月に変更） 

② ①に伴い、集計事項を見直し 

  

（論点） 

《①関連》 

○ 半期ごとに回答負担が分散していたものを集約することですが、調査票はこれ

までと同じものを使い、一括して提出を求めるとしています。１月～６月分の調

査票について、７月～12 月分を提出するときまで調査票を作成するための資料を

保管する手間など、逆に、報告者の負担増になるのではないでしょうか。 

 

（回答） 

１ 報告者においては、調査票の提出時期まで資料を保管して頂くこととなります

が、調査員への対応回数や郵送の回数が減ることによる負担軽減の効果の方が大き

いと考えています。 

 

２ また、調査員（調査事務担当含む）においても、調査対象への対応回数や郵送の

回数、農政局・本省統計部への審査・報告に関する事務回数が２回から１回に減る

ため、事務負担軽減になります。 

 

３ さらに、今回の変更に対して、省内の利活用部局においては、半期ごとの情報把

握が継続されるのであれば、年１回にまとめて回答することも差し支えない旨の調

整ができています。 
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様式第三 ：遠洋底びき網漁業に係る漁獲成績報告書

魚種別漁獲量

・漁業の方法

・操業日数

操業位置（操業水域）

緯度・経度 情報

陸揚日 備考

操業日 許可番号、船舶名、住所、

氏名 等

漁業種類の特定

・報告日

・報告対象期

（別添１）
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